
                   2022│NO.003 アスファルトプラントにおける二酸化炭素削減と日工におけるアンモニアバーナ開発 2022│NO.003

NIKKO TECHNICAL REPORT

─  51  ─

アスファルトプラントにおける二酸化炭素削減と日工におけるアンモニアバーナ開発

─  52  ─

6%であり、実際には天候や管理状況にもよるが3-6%程度と
みられている。骨材表面に付着した水分は、砕砂製造時の
水洗と、ヤード保管時における雨水との接触に由来する。省
エネルギーによる燃料消費量の削減という観点からは、この
ような骨材含水比の削減は重要であり、例えば、水分管理を
行い、太陽光や排熱等を利用して骨材保存時のプレ乾燥を
することで、含水比を1%以下まで減少させることが考えられ
る。一方で、APの乾燥加熱工程のエネルギー消費内訳は、
上で述べた通り40-50%が骨材の加熱工程であり、合材の
混合温度の制限から、この部分の寄与を減少させることは
難しく、中温化合材により骨材の加熱温度を1 8 0℃から
160℃に減少させた場合でも、乾燥加熱工程における燃料
の削減率は13%程度である。従って、2030年の50%や
2050年の実質ゼロという二酸化炭素削減目標達成には、省
エネに加えて、燃料の転換が必要となる。

３．１日工のバーナラインナップと代替燃料
　現在、APの乾燥加熱工程では、主にA重油や灯油を燃
料とするバーナが利用されている。日工のバーナラインナップ
には、これらに加えて、天然ガスやプロパンを燃料としたガス
バーナ、廃油や廃グリセリンといった高粘度の液体バイオマ
ス燃料を利用できるバーナがあり、実際のAPにて合材の製
造に使用されている。また、固体燃料を利用するためのバー
ナとして粉体燃料バーナが開発中であり、廃棄物由来の炭
化燃料11)や、もみ殻12)等を粉砕したバイオマス燃料を燃焼さ
せることができる。

　二酸化炭素の削減という点からみると、天然ガスやプロパ
ンは、A重油と比較して熱量当たり、前者は約29%、後者は
18%の削減が可能なため13)、2030年に向けた現実的な二
酸化炭素の削減手段として重要である。一方で、50%削減
や実質0%といった目標には、より高い削減が可能な燃料が
必要となる。このような中でバイオマス燃料は、植物が空気中
の二酸化炭素から生成する燃料のため、燃やしても二酸化
炭素を事実上排出しない燃料として重要である。ただし、バ
イオマス燃料は、工業燃料として消費するには量が限られて
おり14)、燃料を大量に消費する火力発電所等におけるバイ
オマス利用と競合するため、APの燃料を全て代替すること
は現実的に難しく、地域特性に応じて利用可能な範囲での
限定的な使用にとどまると考えられる。

３．２アンモニア燃料の特徴とAPにおける優位性
　以上から、より大規模に利用可能で、安定的に供給される
CO₂フリーの燃料が求められるが、将来的に工業利用が可
能な燃料として大量に生産される可能性のあるものとして、
再生可能エネルギー由来の水素や製造工程でCO₂を分離
固定化した水素（グリーン水素、ブルー水素）、このような水
素を用いて二酸化炭素から合成されるメタン（メタネーショ
ン）やアンモニアといった燃料がある。15) 16) 17)

　この中で、メタネーションによって作られたメタンが利用可
能であれば、従来のガスバーナを用いて二酸化炭素の排出
を事実上ゼロにすることが可能になる。ただしメタネーション
の技術は、実証段階であり、2030年の目標は1%のカーボン
ニュートラルのメタンを導入と試験的な利用にとどまり、2050
年の時点での普及が実際に起きるかどうかは現時点では不
確実性が高い。17）

　そのため、現時点での現実的な燃料の候補は、大量生産
が技術的に可能であり、燃焼によって二酸化炭素を排出し
ない水素及びアンモニアということになる。ここで水素と比較
して、アンモニアには工業用の燃料として有用な特徴があ

図1 VドライヤとRドライヤのエネルギー消費の内訳
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概要
　日本は2020年10月の地球温暖化対策計画の閣議決定により、温室効果ガスの排出を2030年までに46%(2013年
比)削減することを目標とし、2050年には実質ゼロを目指すこととなった。アスファルト合材工場においては、骨材の加熱乾
燥工程における燃料利用が二酸化炭素排出量の75%を占め、エネルギー消費の内訳を見ると、水の蒸発に必要なエネ
ルギーが30-40%程度であり、骨材の加熱に必要なエネルギーが40-50%程度である。このため、水分管理やプレ乾燥等
による省エネルギーのみでは、二酸化炭素削減目標をクリアすることは難しく、CO₂フリーの燃料への転換が重要になる。
アンモニアは、貯蔵や運搬が容易で、工業地帯や都市部から離れた位置にあるアスファルトプラントにも供給が可能であ
り、また生産技術が確立されており今後は火力発電所等で燃料として大量に利用される計画がある。従って、将来的に
入手が容易なCO₂フリー燃料として期待ができる。日工株式会社は、現在大阪大学赤松研究室との共同研究を行い、
100kWクラスまでのバーナ試験を実施している。今後は500kWクラスのバーナ試験を実施し、国内のアンモニア供給体
制の整備と歩調を合わせて実機スケールである5MWクラス以上のバーナ開発とプラント開発を進めていく計画である。

１. 緒言
　IPCCの特別報告書によると、世界全体の平均気温を工
業化以前より＋1.5℃の上昇に抑えることで気候変動のリスク
と影響を著しく減少させるとしている。1）日本はパリ協定に批
准し、2050年の温室効果ガスの実質ゼロと2030年に2013
年比で46%の削減を目指すことが、2020年10月に地球温
暖化対策計画として閣議決定された。2)このような中で日工
株式会社では、社会要請に応えるために、アスファルトプラン
ト（以下APと表記する。）における2030年の二酸化炭素
50%削減、2050年の実質ゼロ排出を実現することを目標と
して掲げている。3)　

　本稿では、APにおけるエネルギー消費の内訳から燃料
転換の必要性、代替燃料の中でのアンモニア燃料の特徴と
APにおける優位性、および日工におけるアンモニアバーナの
開発の取り組みについて紹介したい。

２．APにおけるCO₂排出構成と燃料転換の必要性
　アスファルト合材工場全体のCO₂排出量は、年間約150
万t-CO₂であり、合材1tあたりの排出量は37.2kg-CO₂/t 
(17年-19年の平均値)である4)。このうち、プラントにおける
加熱乾燥工程の燃料消費が75%、保温や機械駆動、事務
所等での電力消費が17%、重機燃料その他が8%となって
いる。5)6)　

　合材製造のCO₂排出の規模は、土木資材の中では、セメン
ト、鉄鋼に次ぐ３番目に位置し、7) 国内の年間CO₂排出量が約
12億t-CO₂のため、アスファルト合材工場におけるCO₂排出
量は、国内の排出量の0.12%程度を占めている。4)8)

　APにおけるCO₂排出の主因は上に述べた通り、骨材の
乾燥加熱工程における化石燃料の燃焼である。この工程が
必要になるのは、アスファルトが流動性を持つ160℃付近で
骨材の混合を行う必要があり、また、アスファルトは原油由来
の疎水性材料であるため、骨材表面に水分があると、アス
ファルトのコーティング不良による合材の強度低下を引き起こ
すため、水分の除去が必要となるためである。9)10)

　図1にAPにおけるVドライヤとRドライヤのエネルギー消費
内訳の推算を示す。ここでVは新規骨材を、Rはリサイクル材
を表す。推算条件は、Vでは骨材含水比6%、骨材加熱温度
180℃であり、Rではリサイクル材含水比3%、リサイクル材加
熱温度160℃である。いずれの場合も水の蒸発に使われる
エネルギーが30-40%を占め、常温からアスファルトを混合さ
せる温度までの加熱に40-50%のエネルギーが使われてい
る。また、乾き排ガスの加熱が10-15%であり、水蒸気の加熱
が1-2%であることが分かる。

　日工のAPにおけるVドライヤの設計基準となる含水比は
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図2 試験用10kWクラスアンモニアバーナ

図4 日工アンモニアバーナ開発ロードマップ

図3 高速カメラによる火炎写真
(15kWアンモニア混焼率30%空気比1.2)
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５.今後の予定
　図4に日工のアンモニアバーナ開発のロードマップを示す。
2022年度以降は、日工社内に500kWクラスのアンモニア供
給設備を導入し、より大きな出力のバーナを実施する計画で
ある。このクラスのバーナは開発における一つのマイルストー
ンであり、ドライヤを用いた骨材の乾燥試験が可能になるた
め、ドライヤの最適化や燃焼に及ぼす外乱の影響調査、製
造した合材の性状調査や舗装試験が可能になる。実際の
APで利用されているバーナは、5MW-12MWクラスが主
流となるため、500kWの後も、国内のアンモニアの供給体制
の進展に歩調を合わせる形で、3MW、8MWといった順で
バーナのスケールアップを進め、同時にアンモニアバーナに
適したプラントの開発を進めていく予定である。

る。それは、アンモニアは加圧により容易に液化をするため、
エネルギー密度が高く、貯蔵と供給が容易なことである。
18)19)また、アンモニアの供給貯蔵設備は、水素と比較して安
価である。APはプラントの立地が工業地域や市街地から遠
い町はずれの山沿いに存在するものも多く、ガス配管が届か
ないプラントも多い。このため、重油や灯油、LPGのような液
体の状態でローリー輸送が可能な燃料が利用されており、
アンモニアはこの点でAPでの利用に適していると考えられ
る。また、アンモニアの合成は100年以上の歴史があり、主に
窒素肥料の原料として、全世界で年間約2億tのアンモニア
が生産され、タンカーによる海上輸送も行われている。16)以
上から、CO₂フリーのアンモニア製造という課題はあるが、ア
ンモニアの燃焼技術が確立すれば、社会実装は現実的に
可能であるとみられている。また、現在、アンモニア燃料を火
力発電所での石炭代替等に利用し、2050年には年間3000
万ｔの利用が計画されている。16)APにおける天然ガスやプロ
パンの利用は、先行して火力発電所での燃料利用が進み、
流通が整備されることで利用可能になったという経緯があ
り、アンモニアも、火力発電所での大量利用が計画されてい
ることから、将来的な利用可能性は高いと考えらえる。

４.日工のアンモニアバーナ開発と今後の展開
　日工では大阪大学赤松研究室との共同研究で、現在アン
モニアバーナの研究開発に取り組んでおり、10kW、100kW
クラスのバーナでアンモニアの燃焼試験を行っている。図2は
試験に用いた10kWクラスバーナと試験炉である。試験で

は、ガス組成分析の他に、ガラス越しの火炎観察を行ってお
り、図3のように高速カメラによる撮影も可能である。現時点
で、日工の実機バーナをベースとした小型バーナにより、アン
モニアの80%までの混焼が可能なこと、NOxの排出量を
APにおける一般的な大防法の規制値である16%O₂換算
230ppm以下（乾燥炉）に抑えることが可能なこと等を確認
している。
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